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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、回復基調が続いているものの、民間設備投資・個人消費の回

復にやや鈍化がみられるほか、海外経済にも一部に下振れリスクが懸念される等、不透明感もあるものの、企業収

益や雇用・所得環境の改善を背景として、総じて緩やかな回復基調で推移いたしました。

 当建設関連業界におきましては、公共投資は減少傾向に転じているものの、高水準を維持しており、事業環境は

底堅く推移している一方で、受注競争の激化に加え、依然として続く労務単価・建設資材価格の高止まり等の影響

で、厳しい事業環境のまま推移いたしました。

 このような状況の中、当企業集団は、社会資本整備の一翼を担う企業集団として、従来から取り組んでいる東日

本大震災の復興支援を継続して行っていくとともに、案件の「質」に重点を置き、採算性を重視した方針のもと営

業活動を展開してまいりました。

 その結果、受注高は、前年同期比12.9％減の6,350百万円となりました。売上高は、当第２四半期連結累計期間

の受注高の減少に加え、期初の受注残高が前年同期に比べ減少していることもあり、前年同期比17.0％減の5,101

百万円となりました。

 利益面につきましては、採算性のよい受注案件に絞り込んだ営業活動の効果が発現しはじめたものの、当第２四

半期連結累計期間においてはまだ大きな影響とはなっておらず、営業損益は、87百万円の利益（前年同期比14.6％

減）にとどまりました。経常損益は、92百万円の利益（前年同期比17.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純損

益は、繰延税金資産の評価の影響もあり、49百万円の利益（前年同期比7.3％増）となりました。

 当企業集団の前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越高は次のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 5,090,762 7,291,841 6,143,469 6,239,134

当第２四半期連結累計期間 4,304,977 6,350,150 5,101,979 5,553,148

 

 当第２四半期連結累計期間のセグメント別の業績は以下のとおりであります。なお、セグメント利益又は損失

は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（土木関連事業）

 受注高は1,710百万円（前年同期比8.6％減）、売上高は1,255百万円（前年同期比32.2％減）、セグメント損益

は27百万円の利益（前年同期は135百万円の損失）となりました。

（建築関連事業）

 受注高は3,044百万円（前年同期比18.9％減）、売上高は2,358百万円（前年同期比11.5％減）、セグメント損益

は159百万円の利益（前年同期比9.2％減）となりました。

（型枠貸与関連事業）

 受注高は1,537百万円（前年同期比6.2％減）、売上高は1,392百万円（前年同期比5.9％減）、セグメント損益は

81百万円の利益（前年同期比64.6％減）となりました。

（その他の事業）

 受注高は58百万円（前年同期比100.1％増）、売上高は96百万円（前年同期比33.9％減）、セグメント損益は22

百万円の損失（前年同期は６百万円の利益）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

 当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）における総資産は、前連結会計年度末（平成27年３月31日）

に比べ1,436百万円減少し10,747百万円となりました。減少した主な要因は、前連結会計年度末に計上された営業

債権の回収及び未収還付法人税等が還付となり生じた資金の利用による減少等であります。

 一方、負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,419百万円減少し4,146百万円となりました。減少した主な要因

は、工事未払金等仕入債務の支払いによる減少、短期借入金の返済による減少等であります。

 純資産は、剰余金の配当が48百万円あったほか、当第２四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利

益が49百万円となったこと等から、前連結会計年度末に比べ17百万円減少し6,601百万円となりました。

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ7.1ポイント上昇し61.4％となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成28年３月期の通期連結業績予想につきましては、公共事業関連予算の執行がやや遅れていることから型枠貸

与関連事業が大きく出遅れており、平成27年５月14日に開示いたしました平成28年３月期の通期連結業績予想を下

方修正し、売上高11,400百万円、営業利益300百万円、経常利益280百万円、親会社株主に帰属する当期純利益160

百万円といたしました。詳細は平成27年11月５日に開示いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。業績予想の動向につきましては、引続き精査を進めてまいりますが、受注動向、事業環境、固定資産

の減損、繰延税金資産の回収可能性等を慎重に見極めつつ業績予想に修正の必要が生じた場合には速やかに開示い

たします。

 なお配当予想につきましては変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及

び事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,441,919 1,586,453 

受取手形・完成工事未収入金等 5,188,351 3,462,094 

有価証券 300,242 500,324 

たな卸資産 291,421 377,802 

その他 291,574 128,981 

貸倒引当金 △54,681 △45,261 

流動資産合計 7,458,828 6,010,395 

固定資産    

有形固定資産    

土地 2,028,711 2,028,711 

その他（純額） 1,812,467 1,866,091 

有形固定資産合計 3,841,179 3,894,803 

無形固定資産    

その他 19,902 19,246 

無形固定資産合計 19,902 19,246 

投資その他の資産    

投資有価証券 478,258 467,120 

その他 437,342 404,044 

貸倒引当金 △51,040 △47,807 

投資その他の資産合計 864,559 823,357 

固定資産合計 4,725,641 4,737,408 

資産合計 12,184,470 10,747,803 

負債の部    

流動負債    

工事未払金等 2,359,763 1,253,051 

短期借入金 1,528,170 1,004,634 

未払法人税等 11,833 47,839 

未成工事受入金 56,478 86,576 

賞与引当金 135,781 119,318 

その他の引当金 10,353 5,287 

その他 393,966 372,799 

流動負債合計 4,496,348 2,889,506 

固定負債    

社債 128,300 97,000 

長期借入金 661,084 860,116 

退職給付に係る負債 22,136 25,653 

その他 257,742 274,273 

固定負債合計 1,069,262 1,257,042 

負債合計 5,565,610 4,146,549 

 

- 4 -

技研興業㈱（9764）平成28年3月期　第2四半期決算短信



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,120,000 1,120,000 

資本剰余金 1,473,843 1,473,843 

利益剰余金 3,948,313 3,948,947 

自己株式 △66,326 △67,031 

株主資本合計 6,475,829 6,475,758 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 122,848 114,706 

退職給付に係る調整累計額 20,181 10,788 

その他の包括利益累計額合計 143,029 125,495 

純資産合計 6,618,859 6,601,254 

負債純資産合計 12,184,470 10,747,803 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 6,143,469 5,101,979 

売上原価 5,370,666 4,418,335 

売上総利益 772,803 683,643 

販売費及び一般管理費 670,807 596,585 

営業利益 101,995 87,058 

営業外収益    

受取利息 1,687 3,122 

受取配当金 4,563 6,467 

物品売却益 11,287 1,380 

受取補償金 301 1,049 

貸倒引当金戻入額 10,421 12,653 

その他 4,410 4,839 

営業外収益合計 32,671 29,513 

営業外費用    

支払利息 17,997 14,560 

為替差損 944 7,350 

その他 4,453 2,458 

営業外費用合計 23,394 24,369 

経常利益 111,272 92,201 

特別損失    

固定資産除却損 3,407 1,240 

特別損失合計 3,407 1,240 

税金等調整前四半期純利益 107,864 90,960 

法人税、住民税及び事業税 20,752 39,092 

法人税等調整額 41,055 2,468 

法人税等合計 61,807 41,560 

四半期純利益 46,056 49,400 

親会社株主に帰属する四半期純利益 46,056 49,400 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 46,056 49,400 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,760 △8,142 

退職給付に係る調整額 △4,864 △9,392 

その他の包括利益合計 △10,624 △17,534 

四半期包括利益 35,431 31,865 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 35,431 31,865 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

 
土木関連 
事業 

建築関連 
事業 

型枠貸与 
関連事業 

その他の 
 事業  

（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への
売上高 

1,851,946 2,665,766 1,479,988 145,768 － 6,143,469 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － 

計 1,851,946 2,665,766 1,479,988 145,768 － 6,143,469 

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

△135,620 175,444 230,004 6,205 △174,038 101,995 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング

事業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△174,038千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

 
土木関連 
事業 

建築関連 
事業 

型枠貸与 
関連事業 

その他の 
 事業  

（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への
売上高 

1,255,120 2,358,082 1,392,454 96,321 － 5,101,979 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － 

計 1,255,120 2,358,082 1,392,454 96,321 － 5,101,979 

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

27,555 159,375 81,531 △22,990 △158,414 87,058 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング

事業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△158,414千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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